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総合振興パッケージと地域大学
大学の『成長と分配』に向けて



大学＝新しい資本主義実現のためのメイン・プレーヤー

大学ファンドと総合振興パッケージ

国際卓越研究大学 地域中核大学 特色ある地域中小大学

大学の『成長と分配』

新しい資本主義

内閣府資料

10兆円大学ファンドの運用開始
科学技術立国

スタートアップの支援

デジタル田園都市国家構想
経済安全保障

総合振興パッケージ

（カーボンニュートラル、減災、防災、digital）
成長分野への投資強化成

長

分
配

地域創生

Diversity & Inclusion

人への投資・賃金増加

少子化・高齢化対応

大学
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「大学改革が社会改革を加速する」大学改革・イグニッション論。

社会という大きな歯車が動くためには社会自身の大きな変化が必要不可欠。

社会全体の歯車を起動させることは、容易でないが、「大学」と「自治体」の歯車を動かすことは効果的・現実的。

地域の縮小は急速、かつ深刻であり、Point of No Return、生存限界点は間近。

地方大学の改革が成果を出すために、残された時間は少ない。自律的、能動的な改革を目指すべき。

地域や特性による大学のミッション分離が必要。

財源と権限の部分的な地方移譲も選択肢の一つ。

首長のリーダーシップ、エースの投入は重要な要件。

提言1

提言2

提言3

第４期中期目標・中期計画

地理的強み、設置の経緯や地政学的独自性を生かし、
「比類なき」大学として、

真に「世界の課題解決に貢献する地域中核大学」を目指す

日本経済新聞 2022年１月11日朝刊掲載概要

Future of education

２



提案 1
提案 2

大学と自治体の共創のために組織改革と特区制度
地方大学アライアンス 3



まち・ひと・しごと 内閣府

共創の場 (COI) 文部科学省 (JST)

北海道・札幌・北大の官学連携の常置的組織が必要

1) 北大：産学・地域協働推進機構に社会・地域創発本部を設置

3) 官学連携を目的としたクロス・アポイントメントによる人材教育・交流
2) 札幌市：官学連携部門を設置

岩見沢・余市・釧路など×北大

函館市×北大他４大学

大学（北大） 自治体

スタートアップ事業

提案 1 大学と自治体の共創のために組織改革と特区制度

札幌市×北大

内閣府
北海道×一次産業企業×北大・北海道内大学

×
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地域バイオコミュニティ



社会連携組織改革

産学連携推進本部

産学・地域協働推進機構

社会・地域創発本部

教育研究組織改革

北海道大学 総長・執行部

人員増強（自己財源＋概算要求）

2) ライフサイエンス系強化
3) 国際的な産学連携強化

まち・ひと・しごと（1件起案）

共創の場形成支援事業（3件起案）

地域バイオコミュニティの運営組織

異分野融合による新産業創発

大学院教育推進機構

2021年6月
内閣府 地域バイオコミュニティに認定

1) マーケティング力の強化

地方公務員のクロアポ

提案 1 大学と自治体の共創のために組織改革と特区制度
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融合分野の創発

シナジー効果

地域における大学の『成長と分配』

提案 2 地方大学アライアンス

研究DX 地域DX
Seeds Driven Needs Driven
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北海道内には、
７つの国立大学
６つの公立大学
２４の私立大学

計 37の大学が広範囲に所在
（都道府県別では国内第4位の数）



解決

『新』産業創出
北海道 大学発

価値創出×人材輩出×地域の強み

北海道 ユニバーシティアライアンス 構想（案）

➣道内16の大学・高専が参画する「北海道データサイエンスネットワーク」を設立・運営
「地域データサイエンス・AI教育」・「高度デジタル人材育成」の推進

【具体例Ⓓ】デジタル人材の輩出「DX教育基盤」
✓高校等における情報科目の設計と実施への参画
✓ ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ・AIに関するオンライン教育基盤

地域の中核大学と連携大学による
データサイエンス・AI教育の実績
※左図は，北海道大学 数理・データサイエンス
プラットフォームの利用実績

教育DX

【具体例Ⓒ】地域デジタル産業支援基盤
冷涼な気候による電力消費を抑えたデータセンターの設置
✓ハイパースケールデータセンター機能の実現
✓先端AI研究の実証・社会実装拠点の形成

✓１次産業×情報 ✓土木インフラ×情報
✓内閣府「地域バイオコミュニティの形成」に認定
・一次産業のスマート化 ・環境に配慮した生産技術
・北海道バイオブランドの確立

➣データ駆動型融合研究創発拠点を設立・運営

デジタル連携により地域の強みや特色を
効果的に発展させるデータ駆動型融合研究

地域の中核大学と連携大学による日本で１位のデータ駆動型融合研究の実績

【具体例Ⓑ】地域デジタル防災基盤

【具体例Ⓐ】地域産業の優位性と環境の優位性を
最大限に発揮する新科学技術領域の創成基盤

データ連携による地域デジタルインフラの構築
✓防災レジリエンス

✓実証・社会実装を目指す先端研究・先端技術開発デジタル基盤
✓データ駆動型地域大学発スタートアップ創出

研究DX

地域DX
2018年9月6日北海道胆振東部地震最大震度7 北海道全域の停電 電力・交通・情報
通信が同時に被害（農林水産関係二次被害含む被害額 1,145億円）農林水産省調べ

２次・３次産業の市町村の集積
✓年間商品販売額 1,000億円以上の市町村：17市
✓観光意欲度 ランキング：札幌市・函館市 同点1位 小樽市 4位
✓都道府県魅力度ランキング1位 （ブランド総合研究所調査（2021年）12年連続）

地域産業の優位性②

１次産業の市町村の集積
✓農業産出額，食料自給率 200% ✓漁業：漁獲量 全国 1位

地域産業の優位性①

✓大学等進学率の地域格差 ✓ 大学入学定員の不足
✓産業のデジタルシフトを牽引する人材の不足

地域人材課題

社会実装を加速するデータ駆動型融合研究の推進

【具体例Ⓔ】高度デジタル人材の地域定着「DX人材育成基盤」
✓地域産業人材のデジタルリカレント教育
✓エキスパート人材の養成1100名を対象に研修を実施(R1,R2年度合計)

「BI (Business Intelligence)研修プログラム」
を北大×民間企業により共同開発

～大学を中核に、デジタル連携で
産業構造を変革し、現状の産業の
延長線ではない新産業創出へ～

提案 2 地方大学アライアンス
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2022年1月26日

Round Table Discussion

北海道知事と７国立大学法人学長会議

北海道国立大学法人機構

鈴木直道知事

提案 2 地方大学アライアンス
提案 1 大学と自治体の共創のために組織改革と特区制度
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① 大学と行政の連携の組織（地域連携部、地方創生部）の設置（組織改革、特区制度）

② 大学アライアンス

ⅰ）自治体（政令指定都市、県庁、道庁）に大学（・高専）連携室を設置（地域の高等教育機関との連携の窓口をワン・ストップ化）

ⅱ）大学側にも対応する組織は必須。特区制度を利用して、地方公務員のクロスアポイントメントによる出向を可能とする。 学

術や産学連携を熟知した地方公務員を養成する

ⅲ）首長が主体的に関与してスーパー公務員（エース級）を配置

ⅰ）小規模地方大学が“束になって” 取り組むことで首都圏・関西経済圏の総合研究大学にない強みを作る。１プラス１が1.5で

はなく、2.5になるような強みを組み合わせてシナジー効果を発揮できるような仕組み。そのためには、データ駆動型のアライ

アンスと学長の強い熱意が必要である。

ⅱ）国立大学法人法で規定されている大学連携だけでなく、地域創生の現場で、データに基づいた大学同志が連携するボトム

アップの即効性のあるアライアンス。

③ 財政支援を部分的に地域へ移譲（基盤的教育・研究以外の地域創生予算の分権化）も選択肢の一つ

ⅰ）文科省の運営費交付金の中に、ミッション実現戦略分のように、「地域創生戦略分」として明確なミシン目を入れて予算措置

する方法（これは、すでに、第４期の運営費交付金制度が制度設計済みで無理？）

ⅱ）今回の地方中核大学への総合振興パッケージとして、「大学地域創生支援」（教育・研究ではなく、社会連携・産学連携に特化

した）の新たな枠を作り、地方創生に特化した大学と行政連携を目指す大学の組織改革をブーストする予算枠を作る（文科省

ベースでも可）

まとめ
-----地域大学の『成長と分配』に向けて-----
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参考資料
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